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◼ 本年6月から８月にかけて、生成AIの登場が人材育成・スキルにもたらす影響について集中的に議
論し、「生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキルの考え方」として取りまとめるとともに、デジタルス
キル標準、デジタル人材育成プラットフォーム、ITパスポート試験の生成AI対応を迅速に行った。
＜デジタル時代の人材政策に関する検討会報告書＞

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/20230807_report.html

◼ その後も生成AIの技術や企業における実装は急速に進展しているところ、人材・スキルへの影響、ビ
ジネスへの活用、更には既存のビジネスモデルにどのような変化をもたらすかについて、継続的に議論
をし、対応を検討していく必要がある。

◼ 主な検討論点として以下
1. 生成AIを活用したサービスの広がりと更なるDXへの活用に向けて
2. 生成AIがDX推進を担う専門レベルの人材に与える影響
3. 生成AIの利用による経験機会の喪失、実践的な教育の必要性について
4. 生成AIがビジネスモデルに与える影響とDXの加速

令和5年度 「デジタル時代の人材政策に関する検討会」 について（案）

開催の背景・趣旨
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https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_jinzai/20230807_report.html


（ヒアリング項目）

✓ 導入フェーズを超えて新規ビジネスにつながる先進優良事例

✓ 生成AIに関してどういうサービスが増えているか、ITマーケットがどう変容しているか

✓ 地域中小企業での生成AI活用、支援状況

（ヒアリング候補）

大手ユーザー企業：日立製作所Generative AIセンター 吉田順センター長

スタートアップ企業

論点１．生成AIを活用したサービスの広がりと更なるDXへの活用に向けて
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7．終わりに

生成AIの潜在可能性を踏まえれば、これを業務効率化や生産性向上のツールとして利
用するにとどまらず、トランスフォーメーションに使うこと、すなわち、製品やサービ
ス、ビジネスモデルの変革、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土の変革
を通じた競争上の優位性の確立に利用することが、企業にとって本質的に重要である。

【報告書より抜粋】



（ヒアリング項目）

✓ DX推進を担う人材やそのスキルに与える影響

✓ DX推進を担う専門レベルの人材の重要性

✓ 生成AI等の技術の民主化が与えるDX・人材への影響

（ヒアリング候補）※DSS-Pの５分野から

データサイエンティスト

サイバーセキュリティ、ソフトウェアエンジニア

デザイナー、ビジネスアーキテクト

論点２．生成AIがDX推進を担う専門レベルの人材に与える影響
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６．中長期的な検討課題

具体的には、DX を推進する5 つの人材類型の役割や習得すべきスキルを定義した「DX 推進スキ
ル標準」（2022 年12 月策定）への将来的な影響も考えられるところ、今後、生成AI の技術動向
等も勘案しつつ、有識者の意見等も踏まえて、その見直しを検討していく。【報告書より抜粋】



（ヒアリング項目）

✓ 生成AIが企業の人材マネジメントに与える影響

✓ AIが「答え」を教えてくれる時代だからこそ、重要となる経験とは何か

✓ どのような方法でその経験を身につけていけば良いか

（ヒアリング候補）

学識経験者、他

論点３．生成AIの利用による経験機会の喪失＆実践的な教育の必要性について
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３．生成AI がデジタル人材育成・デジタル人材のスキルに及ぼす具体的な影響

生成AIの利用により業務が効率化されることで、社会人が業務を通じて経験を蓄積する機会が減
少しうるため、このような影響を認識し、対応を検討する必要がある。【報告書より抜粋】



（ヒアリング項目）

✓ 生成AI利用が既存のビジネスモデルに与える影響

✓ 企業DXの推進体制の在り方（内製体制強化、パートナリング、伴走支援）

（ヒアリング候補）

ITベンダー、ユーザー企業、DX支援機関、他

論点４．生成AIがビジネスモデルに与える影響とDXの加速
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論点１～３．を踏まえ、生成AI導入がもたらす効率化や自動化が人材のタスクや役割を変えること
によって、既存のビジネスモデルがどのような影響を受けるか、また、それによりDXをどのように加速しうる
か。



開催スケジュール（案）
第１３回（10月30日）
テーマ：生成AIを活用したサービスの広がりと更なるDXへの活用に向けて【論点１関係】
・事務局説明（検討事項）、BCGショートプレゼン
・外部有識者ヒアリング①（大手ユーザー企業：日立製作所Generative AIセンター ）

第１４回（11月14日）
テーマ：生成AIを活用したサービスの広がりと更なるDXへの活用に向けて【論点１関係】
・外部有識者ヒアリング②（スタートアップ企業）

第１５回（12月中旬）
テーマ：DX推進人材のスキルへの影響について（データサイエンティスト） 【論点２関係】
・外部有識者ヒアリング③（スキル標準WG委員）

第１６回（１月）
テーマ：DX推進人材のスキルへの影響について（サイバーセキュリティ人材、ソフトウェアエンジニア） 【論点２関係】
・外部有識者ヒアリング④（スキル標準WG委員、他）

第１７回（２月）
テーマ：DX推進人材のスキルへの影響について（デザイナー、ビジネスアーキテクト） 【論点２関係】
・外部有識者ヒアリング⑤（スキル標準WG委員、他）

第１８回（３月）
テーマ：経験機会の喪失＆実践的な教育の必要性について【論点３関係】
・外部有識者ヒアリング⑥ （学識経験者、他）

第１９回（４月以降（P） ）
テーマ：生成AIがビジネスモデルに与える影響とDXの加速【論点４関係】
・外部有識者ヒアリング⑦（ITベンダー、ユーザー企業、他）

第２０回（５月以降（P））
・とりまとめ

7※生成AIの技術進展等を踏まえ、開催スケジュールは柔軟に見直す
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「生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキルの考え方」
発表以降の取組等

（報告事項）



生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキルの考え方（令和５年８月）＜概要＞

⚫ 生成AIの技術は、ビジネス機会の創出や様々な社会課題の解決などに資することが期待されている。

⚫ 生成AIの利用を通じた更なるDXの推進に向けて、本年６月から「デジタル時代の人材政策に関する検討会」において、生成AIを
適切かつ積極的に利用する人材・スキルの在り方について集中的に議論し、現時点で採るべき対応を「アジャイル」に取りまとめた。

⚫ なお、生成AIやその利用技術は絶え間なく進展しているため、人材・スキルに与える影響について、今後とも議論を続ける。

（２）人材育成やスキルに及ぼす影響（１）生成AIがもたらすインパクト

➢ 生成AIは、使いやすさにより年代を問わ

ず広まり、専門業務の代行にも寄与

➢ ホワイトカラーの業務を中心に、生産性や

付加価値の向上等に寄与、大きなビジネ

ス機会を引き出す可能性

➢ 企業視点では、生成AI利用によるDX推

進の後押しを期待、そのためには経営者

のコミットメント、社内体制整備、社内教

育の他、顧客価値の差別化を図るデザイ

ンスキル等が必要

➢ 人材育成と技術変化のスピードのミスマッチに留意し、環境変化をいとわず、主体的に学び続ける必要

➢ 生成AIを適切に使うスキル（指示の習熟）とともに、従来のスキル（批判的考察力等）も重要

➢ 自動化で作業が大幅に削減され、専門人材も含めて人の役割がより創造性の高いものに変わり、人間

ならではのクリエイティブなスキル（起業家精神等）やビジネス・デザインスキル等が重要に

➢ 生成AIの利用によって社会人が業務を通じて経験を蓄積する機会の減少を認識する必要

（３）生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキル（リテラシーレベル）の考え方

①マインド・スタンス（変化をいとわず学び続ける）やデジタルリテラシー（倫理、知識の体系的理解等）

②言語を使って対話する以上は必要となる、指示（プロンプト）の習熟、言語化の能力、対話力等

③経験を通じて培われる、「問いを立てる力」「仮説を立てる力・検証する力」等

（５）経済産業省における政策対応

➢ ｢デジタルスキル標準（DSS）」の見直し

➢ 「マナビDX」への生成AI利用講座の掲載

➢ 「ITパスポート試験」のシラバス改訂やサンプル問題の公開 等

（６）中長期的な検討課題

➢専門的なレベルでの人材育成やスキルへの影響の継続検討

➢ 「デジタルスキル標準」の更なる見直し検討

➢ 「情報処理技術者試験」の出題内容等の見直し検討

（４）生成AIをDX推進に利用するために

➢部分的な業務効率化のみならず、全社的なビジネスプロセス・組織の変革、製品・サービス・ビジネスモデル変革に繋げることが重要

➢ まずは適切に使い、生成AIのリテラシーを有する人材を増やすフェーズ、そのための経営層の理解や社内体制等が重要

➢企業価値向上に繋げるため、生成AIの利用スキル等を社員が身につけるための社内教育、担い手確保に取り組む大きな機会
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Why
（DXの背景）

What
（DXで活用されるデータ・技術）

How
（データ・技術の利活用）

マインド・スタンス

✓ 「DXを自分事ととらえ、変革に向けて行動できるようになる」という位置づけは不変

✓ 産官学全体で生成AIを
利用した取り組みが進ん
でおり、社会環境へ影響
を与える可能性がある

➢ 社会の変化

✓ 生成AIは、ツール等の基礎知識や指示（プロンプト）の手法を
用いて業務の様々な場面で利用できる

✓ 情報漏洩や法規制、利用規約等に正しく対処しながら利用するこ
とが求められる

➢ データ・デジタル技術の活用事例（生成AIの活用事例）

➢ ツール利用（生成AIツール、指示（プロンプト）の手法）

➢ モラル（データ流出の危険性等）、コンプライアンス（利用規約等）

✓ 他項目と比べてより普遍的な要素を定義しているため、その本質は変わらず、生成AI利用においても重要となる

【考え方】

改訂箇所

➢ 生成AI利用において求められるマインド・スタンスの補記
• 生成AIを「問いを立てる」「仮説を立てる・検証する」等のビジネスパーソンとしてのスキルと掛け合わせることで、生産性向上やビジネス変革へ適切に利用しようとしている
• 生成AI利用において、期待しない結果が出力されることや、著作権等の権利侵害・情報漏洩、倫理的な問題等に注意することが必要であることを理解している
• 生成AIの登場・普及による生活やビジネスへの影響や近い将来の身近な変化にアンテナを張りながら、変化をいとわず学び続けている

➢ 事実に基づく判断（生成AIの出力等）

⚫ 急速に普及する生成AIは、各企業におけるDXの進展を加速させると考えられ、企業の競争力を向上させる可能性がある。あわせ
て、ビジネスパーソンに求められるデジタルスキルも変化し、より重要になる部分もあると想定される。

⚫ その状況に対応するため、昨年末に策定したデジタルスキル標準（DXリテラシー標準）に関する必要な改訂を実施。

デジタルスキル標準の改訂＜概要＞（令和５年８月）

改訂箇所

改訂箇所

✓ 生成AIは、ビジネスの場で急速に普及・利用さ
れている

✓ また、デジタル技術・サービスの進化に伴い、活
用されるデータの重要性がさらに増している

➢ データを扱う（データ入力・整備等）

➢ データによって判断する（データの信頼性等）

➢ AI（生成AIの技術動向、倫理等）

改訂箇所

標準策定のねらい

【考え方】 【考え方】

【考え方】
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マナビDXにおける生成AI対応

⚫ 生成AIへの関心の高まりを受けて、プロンプトエンジニアリングの技術が習得できる講座
などをマナビDXに掲載開始。令和５年10月末現在、10講座掲載中。

＜掲載イメージ：トップページ＞

生成AI・ChatGPTを理解
する講座

株式会社ディジタルグロー
スアカデミア

ChatGPT活用コース エン
ジニア層向け

株式会社キカガク

＜講座例（掲載されている10講座）＞

（出典）マナビDX https://manabi-dx.ipa.go.jp/ 各事業者より提供された情報を基に経済産業省にて作成 11

ChatGPTビジネス研修

株式会社ＡＶＩＬＥＮ

ChatGPT活用コース ビジ
ネス層向け

株式会社キカガク

ChatGPT法人向け研修
【ChatGPTナビ】

株式会社Ｄ４ｃアカデミー

業務改善 AI活用コース

株式会社ＳＡＭＵＲＡＩ

ChatGPT研修 理解・活用
編

株式会社リスキル

生成AI早わかり～
ChatGPTとその他の生成
AIサービスの概要～

トレノケート株式会社

はじめてのプロンプトエン
ジニアリングコース

キラメックス株式会社

ChatGPT活用研修

インターネット・アカデ
ミー株式会社

https://manabi-dx.ipa.go.jp/


マナビDX Quest（ケーススタディ教育プログラム）における生成AI対応

⚫ データ付きのケーススタディ教材を用いて、受講生が２カ月程度、架空の企業へのデジタル技術導入
を一気通貫で疑似体験するオンライン学習プログラムを実施。

⚫ 講師を置かず、人材コミュニティ内で、受講生同士が互いに教え合い・学び合いながら、企業にお
ける以下の２種類の課題解決手法を身に付けることができる（年2,000名規模） 。

⚫ 受講生は、課題の分析から打ち手の検討にあたっての情報収集・壁打ち・アイデア出し等に生成AI
等の技術を利用。

*受講生同士での学び合いを通じて、技術進歩が著しいデジタル技術を活用した課題解決手法について、拡大生産性のある人材育成が可能となる。

以下の項目につ
いて確認を行う。
• ビジネス課題は?

• その現状は?

• どの程度の人的
工数・金銭的
ロスが発生?

個々のツールやデジタルソ
リューションに詳しくなるので
はなく、手を動かしながら、
デジタル導入に必要な基
礎知識やポイントを理解す
る。

デジタル活用にお
ける、中長期的な
道筋を理解する。

演
習

要求
定義

要件
定義

ビジネス課題 デジタル化課題(仮称)

意思決
定者
へのプレ
ゼン

プレゼン課題

業務適合
性の検証

トライアル

実装・
運用設計

示唆の
抽出

学
び
・
ポ
イ
ン
ト

■ケーススタディの流れ

■教材タイプ１：AIの実装を通じたDXプロジェクトの疑似体験
（需要予測・在庫最適化、不良個所自動検出、工数予測）

■教材タイプ２：データ駆動型の変革推進の疑似体験
（店舗運営型企業の収益改善、製造運輸業の業務最適化）

教材

受講生同士の学び合い

講師による授業

拡大生産性の高い
人材育成手法

12



マナビDX Quest（地域企業協働プログラム）における生成AI対応

⚫ DX推進に課題を有する実際の中小企業等の参加を得て、受講生がチームとなって２カ月程度、
企業と協働し、デジタル技術の実装に取り組むプログラム。

⚫ プロジェクト設計やデジタル技術の能力のみならず、当該企業社員との交渉や経営陣への提案等
の経験を通じて、より実践的なDX推進能力を身に付けることができる（年400名規模） 。

⚫ 受講生は、企業が抱える課題への解決策の検討において、生成AI等の技術を利用。

協働

３層：
地域企業協働プログラム

自社のDX推進を
希望する企業

１層・２層でスキルを習得
したデジタル人材

デジタル人材

5人チーム

全国10団体
（R５年度）

地域企業協働プログラムで扱う
課題の整理・プロジェクトの組成

ハブ団体

事例①

小売業での
需要予測

スーパーマーケット運営事
業者が、過去の売上デー
タや気温等のデータも用い、
特定の食料品の売上金
額を予測

従来、各店舗ごとに人
力で実施していた需要
予測作業を本部のAIに
集約することによる工数
削減を実現。

事例②

製造業での
需要予測

部品製造事業者が、取
引先から受ける内示(数カ
月後の発注数の概算通
知)について、過去データ
から内示のズレを予測し、
将来の受注量を精緻に
予測

対象とした製品の多くで、
需要予測の精度が向上。
AIによる予測と実際の発
注数の誤差が、内示と
実際の発注数の誤差の
半分以下となったケース
も存在

取組内容の概要 成果

（参考）課題解決プロジェクトイメージ
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ITパスポート試験における生成AI対応

⚫ 生成AIを踏まえ同試験のシラバスを改訂（8/7）。生成AI関連の記載を追加・拡充。

⚫ また、生成AIに関するサンプル問題（3問）を8月31日に公開。

⚫ 2024年4月から、生成AI関連の問題を追加した試験を実施予定。

サンプル問題

（出典）IPA https://www.ipa.go.jp/shiken/syllabus/t6hhco000000wyrz-att/ip_generativeai_sample.pdf

https://www.ipa.go.jp/shiken/syllabus/t6hhco000000wyrz-att/ip_generativeai_sample.pdf
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「日本のデジタル人材育成を加速させる」

ための官民連携の会議体です。

（ オ ブ ザ ー バ ー ）

協 議 委 員 メ ン バ ー
（ ５ ０ 音 順 ）

高橋 隆史 齊藤 裕 松尾 豊西山 圭太

東京大学未来ビジョン研

究センター 客員教授

日本ディープラーニング協

会 特別顧問

東京大学大学院工学系

研究科 教授

日本ディープラーニング協

会 理事長

独立行政法人情報処理
推進機構 理事長

データサイエンティスト協会
代表理事

参 加 団 体
（ ５ ０ 音 順 ）

賛 同 企 業 ・ 組 織

現 在 1 1 0

デジタルリテラシー協議会とは？

（参考）デジタルリテラシー協議会（Di-Lite）について



DX推進を目指す全ての人へ

「DX推進パスポート」デジタルバッジを発行予定

試験・検定合格数に応じて
DX推進パスポート１・２・３と段階的に認定

１ ２ ３

（参考）DX推進パスポート（Di-Lite)について①
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大学生・高専生:応用基礎レベル履修済大学生・高専生:リテラシーレベル履修済高校生:情報Ⅰ履修済

DX推進に関わっている・
関わる予定の人

今後DXに関わるキャリアプラン
を考えている人

すべてのビジネスパーソン

DX推進パスポート３の取得DX推進パスポート２DX推進パスポート１

すべての新社会人・ビジネスパーソン

Or
And

（参考）

まとめ：取得のススメ

（参考）DX推進パスポート（Di-Lite)について②



【今回の選定によるデジタル分野の学部再編や定員増の状況】

○支援１選定大学におけるデジタル分野の学部・学科への改組割合：約64％（43/67件）
〃 の入学定員増：最大で6,000名程度
※改組後の学部・学科名に「情報」「デジタル」「データ」を含むものを計上。

定員増数は申請書ベースであり、学内における今後の検討により、数は変わりうる。

○支援２選定大学等における入学定員増 学士：1,131名、修士：1,682名、博士：190名
高専：206名

※定員増数は申請書ベースである。

【選定結果】
選定委員会（大学改革支援・学位授与機構に設置、委員長は安浦国立情報学研究所副所長）で選定

○支援１（学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）
67件（公立：13件、私立：54件） ※国立は支援対象外。

○支援２（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）
51件（国立：37件、公立：４件、私立：５件、高専：５件）

＜内訳＞大学（一般枠）：36件、大学（特例枠）：３件、大学（ハイレベル枠）：７件、高専：５件

（参考）大学・高専機能強化支援事業 初回公募の選定結果（R5.7.21）

※支援１は令和14年度まで応募を受け付け、250件程度を選定する予定。

※支援２は原則令和７年度まで応募を受け付け、60件程度を選定する予定。

ハイレベル枠は、北海道大学、筑波大学、滋賀大学、神戸大学、
広島大学、九州大学、熊本大学 を選定

18

出所：第３回デジタル人材育成推進協議会（R5.9.15）



（参考）支援２ハイレベル枠 選定大学の取組について

●北海道大学【学士180名→230名（50名増）、修士196名→229名（33名増）、博士43名→48名（5名増）】

➢ マサチューセッツ大学アマースト校やシドニー工科大学等と連携した国際的に活躍できる世界トップレベルの人材育成を推進
➢ 最先端の情報科学研究領域とデジタル技術分野に関する科目の強化及び実践型教育プログラムの構築により、DX社会実装や次世代半導体
産業（ラピダスなど）及び地域産業の振興に大きく貢献できる人材を輩出

➢ データサイエンス、AIに関する情報系教材のオープン化による大学・企業等への情報教育プログラムの横展開
➢ 情報科学分野の学生以外にも、文系・理系問わず情報系副専攻により全部局で情報系人材を養成し、我が国の産業振興へ貢献

●九州大学【修士105名→135名（30名増）、博士29名→34名（5名増）】

●神戸大学【学士107名→150名（43名増）、修士80名→135名（55名増）、博士12名→21名（9名増）】

➢ 早期からの情報専門教育や、学部・大学院の一体的運用による最短６年での博士学位取得、博士課程への在籍と地元企業への就業の両立を
可能にするインターンシップ制度の導入等、高度情報専門人材育成における新たなロールモデルの創出に貢献

➢ IT企業や自治体と連携した共創ラボ等の活用や教育機関等との情報系スタートアップの創出や情報教員を輩出

●滋賀大学【学士100名→155名（55名増）、修士40名→100名（60名増）、博士3名→8名（5名増）】

➢ 我が国初のデータサイエンス学部として、これまで積み重ねてきた人材育成や、トヨタグループのDX中核人材の育成をはじめとする企業との産学
連携の実績を活かし、本事業を契機にリカレント教育や実践的な教育を更に推進・強化

➢ 昨今重要性が増しているAI領域の科目を充実させるとともに、実務経験を有する教員の大幅増員等を推進（現在10％強⇒20％以上を目標）

●熊本大学【学士105名→185名（80名増）、修士50名→120名（70名増）、博士5名→22名（17名増）】

➢ 世界有数の半導体ファウンドリ企業であるTSMCやマイクロソフト等といった世界的企業や海外大学、高専等との連携による高度情報・半導体人材育
成を 通じて、シリコンアイランド九州の復活に積極的に貢献

➢ 学部から大学院まで一体的に改革・強化（R6.4～工学部半導体デバイス工学課程及び情報融合学環新設、R7.4～自然科学教育部半導体・情報専攻修士
課程・博士課程同時新設予定）

●広島大学【学士155名→265名（110名増）、修士36名→225名（189名増）、博士10名→30名（20名増）】

➢ 産学連携において先進的な取組を行っているアリゾナ州立大学や半導体分野の人材育成に積極的なパデュー大学、マイクロンといった国際的
企業等との連携による実践的な大学院教育を推進

➢ 我が国の産業振興に加え、高専や地元企業・自治体等との連携により、優れた教育プログラムの展開や地方創生にも大きく貢献

●筑波大学【学士280名→311名（31名増）、修士270名→360名（90名増）、博士53名→69名（16名増）】

➢ 海外大学等に在籍する世界トップレベルの研究者と学生とを結びつけ、直接の指導・助言を可能にするグローバル・マルチメンターシステムの構築
➢ 個々の学生に合わせたオーダーメイドなキャリア形成支援により、博士後期課程進学を促す「修学×キャリア」ハイブリッド支援システムの構築
➢ 上記二つの取組に関わる学内外の関係者がオンサイトあるいはメタバースを介して交流する学修サロンパブの形成
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出所：第３回デジタル人材育成推進協議会（R5.9.15）
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（参考）地域ブロック代表校と地方経済産業局との連携状況（例）

出所：第３回デジタル人材育成推進協議会（R5.9.15）



事業内容

（協議事項）

【取組2】 デジタル人材育成機能の強化

（1）カリキュラムの強化

デジタル関連の基礎カリキュラムに加え、ビジネス素養や

PBL※(課題解決型学習)の要素を追加した取組の推進など

（2）大学等への実務家教員派遣の仕組みの構築

教育界が必要とする実務家教員ニーズと産業界が提供でき

る最新のスキル・情報等を有する人材のマッチング など

（3）道内企業（社会人）のリカレント教育の推進

道内企業のリカレント教育ニーズの調査と取組の検討 など

【取組3】 道内企業への就職促進

（1）道内学生と企業との接点拡大の取組（魅力発信）

・実践的インターンシップの実施（企業・地域の課題解決型

／データ分析・デジタル活用）

・実務家教員による企業や業界のケーススタディの発信 など

（2）道内情報系学生の就職先動向調査で把握したデータ

をもとに道内人材確保策を検討

（参考）北海道デジタル人材育成推進協議会の概要

⚫ 文部科学省及び経済産業省は、産学官連携によるデジタル人材育成を全国で展開・推進するために、「デジタ

ル人材育成推進協議会」を設置（2022年9月）。デジタル田園都市国家構想を踏まえ、全国でデジタル人材

の質・量の確保を図っていく方策を検討・促進。

⚫ この動きを踏まえ、北海道経済産業局は、関係機関とともに、「北海道デジタル人材育成推進協議会」を設置

（地域ブロック版全国第1号／2023年3月）。第1回本会議を同年3月14日、ワーキンググループ（WG）第

1回会議を同年7月28日に開催。

⚫ 本協議会では、道内企業の実情に合ったデジタル人材の育成や道内企業への就職促進等の取組を、教育界と

産業界が目線を合わせて、対話しながら検討・実行。本資料はWG第1回会議の内容をもとに作成。
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【取組1】 デジタル人材のターゲティングとカリキュラムの検討

「産業界が求める人材」と「教育界が育てる人材」のマッチング及び本協議会で扱うデジタル人材像の設定
双方人材像・ニーズの

適合性の確認・可視化・調整

【取組4】 参画機関のネットワーク強化・提供プログラムの相互活用

（※）PBL：Problem(Project) Based Learningの頭文字。
日本語では、「課題解決型学習」という。実際的な課題の解決を目指して幅広い知識と技能を統合する能力を養う学習。

出所：第３回デジタル人材育成推進協議会（R5.9.15）
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（参考）北海道デジタル人材育成推進協議会：参画機関一覧（順不同）

教
育
機
関

1 国立大学法人北海道大学

2 国立大学法人室蘭工業大学

3 国立大学法人北海道国立大学機構小樽商科大学

4 国立大学法人北海道国立大学機構帯広畜産大学

5 国立大学法人旭川医科大学

6 国立大学法人北海道国立大学機構北見工業大学

7 公立はこだて未来大学

8 公立千歳科学技術大学

9 札幌市立大学

10 札幌学院大学

11 北海学園大学

12 北海道科学大学

13 北海道情報大学

教
育
機
関

14 函館工業高等専門学校

15 苫小牧工業高等専門学校

16 釧路工業高等専門学校

17 旭川工業高等専門学校

産
業
界

18 北海道経済連合会

19 一般社団法人北海道商工会議所連合会

20 一般社団法人北海道IT推進協会

21 一般社団法人北海道機械工業会

22 公益財団法人北海道科学技術総合振興センター

行
政
機
関

23 北海道

24 札幌市

25 文部科学省（高等教育局 専門教育課）

26 経済産業省（商務情報政策局 情報技術利用促進課）

事務局 経済産業省北海道経済産業局（地域経済部 製造・情報産業課）

※2023年9月15日現在

出所：第３回デジタル人材育成推進協議会（R5.9.15）
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